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→震災直後の被災地においても、
市場経済は一定程度機能したと分
析し、義援物資などの弊害を指摘
しつつ、市場原理を導入した被災
者支援を提案する。さらに被災地
に投じられた公的資金の規模を明
らかにした上で、国による支援は
特定財源が中心であったために、
兵庫県の復興政策の裁量は限定的
であったことなどを論じている。
　神戸商科大学講師、西出哲人氏
『電子自治体構築時の権限配分に関
する理論的仮説』：電子自治体を構
築するためには、組織横断的に情
報を収集する必要があり、また、情
報収集や意思決定は、中央集権的
にではなく、分散的に行われる必
要があるとした上で、自治体組織

内に分散された意思決定拠点で、
効率的な情報収集が行われるため
の自治体マネジメントを、権限配
分の観点から検討している。分析
は、担当者会議の意思決定プロセ
スのモデルを作成し、Mathematica
を利用して行われている。最終的
に、状況判断のためのチャートが
作成され、各々のケースにおける
自治体マネジメント方法が提案さ
れている。

山内直人助教授の教授への昇任が、
1月17日の教授会で承認され、2月1
日付けで発令された。同教授は、1978
年大阪大学経済学部卒。経済企画庁
に入り、ロンドン大学LSE大学院留学

などを経て、官庁エコノミストと
して経済白書の執筆 、経済計画の
策定など日本経済の実証分析に従
事。92 年に経済学部助教授として
阪大へ。94 年の OSIPP の設立と同
時に移籍した OSIPP 創設メンバー
の一人。この間、日本NPO学会の創
設に参加するとともに、米イェー
ル大学客員フェローなどを歴任。
専門分野は公共経済学。特に、税
制、医療・福祉、環境、社会資本、
NPO・NGO、ボランティア、国際開発
援助などの実証研究。『ノンプロ
フィット・エコノミー』（日本評論
社）、『NPO最前線』（訳、岩波）、『NPO
データ ブック』（有斐閣）、『NPO入
門』（日経文庫）、『実証分析・日本
の経済構造』（同文舘、共著）など
多数。

山内助教授 教授に昇任

＝修士（国際公共政策)＝
▼池田丈佑「CAN INTERNALLY DISPLACED PERSONS FIND REFUGE?
THE POLITICS AND PARADOXES IN SOCIAL CONSTRUCTION OF
IDPs」▼一政祐行「国連待機制度の機能強化に向けて～待機
軍即応旅団（SHIRBRIG）を中心に～」▼井上武「金融政策に
対する物価インデックス債の有効性について－1990年代チリ
の事例－」▼岡田亜希子「東アジアの法制度と企業業績の関
係」▼岡本絢子「地方環境税導入の効果分析～大阪府におけ
る廃棄物処理税の産業連関分析」▼上村希世子「NPO労働市
場における就業形態と賃金」▼北浦康嗣「Strategic govern-
ment subsidization in the field of higher education」▼
木根森敦子「国際社会における国内避難民の保護－国際規範
の生成とその影響－」▼須田麻紀「少年兵の徴用防止のため
の国際的規制－繰り返しゲームによる検討」▼高橋明子「国
際司法裁判所の審理途中における第7章下の決議の影響－並
行的機能遂行説の再検討」▼辻村響子「経常収支逆転の経済
分析」▼中尾律子「MOX燃料の海上輸送－日本のプルサーマ
ル計画の政策的課題－」▼西村朋美「ルーマニアにおける
1989年の政治変動に関する一考察－変化と持続の相克－」▼
福井裕之「カナダのPKOへの貢献－1990年代後半におけるア
フリカでの活動を中心に－」▼松井一博「自治体におけるラ
ムサール条約の国内実施－参加型保全の促進に向けて－」▼
山本千佳子「北朝鮮に対する米国の関与政策」▼蓬田美希子
「外国知的財産権侵害訴訟の国際裁判管轄」▼渡邉邦子「神戸
空港に関するケーススタディー～需用予測とアクセス費用・
時間の削減～」▼江海峰「INTERNATIONAL COMPETITION POLICY
FOR CHINESE TELECOMMUNICATIONS INDUSTORY｣▼藩悦「情報
化経済の生産性」▼湯浅史美「ソ連からの核流出－協力的脅
威削減計画の限界－」

＝修士（比較公共政策）＝
▼青田安紀子「PFI事業における総合評価方式のあり方－公
営住宅を例に－」▼内田英俊「衆議院選挙結果と政府間財政
移転」▼梅澤彩「緊急避妊薬の承認とその一般用医薬品化に
関する議論」▼熊英次「総合商社の収益性分析」▼菰渕晃子

「「構造改革論」から「日本における社会主義への道」へ－1960
年代の日本社会党」▼島田良一「犯罪被害者の意見陳述制度
に関する一考察－量刑手続の観点から－」▼太原敏「市民活
動を促進する条例の類型比較－地域コミュニティ再生のため
に－」▼原琴乃「高学歴女性の学力・英語力とキャリア選択
～ある国立大学文学部卒業生の実証分析～」▼松本裕「ブ
ロードバンドミックスに関する一考察－AHP 分析の応用－」
▼吉田有希「国内航空旅客運送分野における法的規制－競争
導入に伴う問題点と競争政策の検討－」▼ SIK D E R  M D .
ANOWARUL ISLAM「Inequality and Economic Growth in
Bangladesh－ A Diversified Evidence on Augmented‘U’
Hypothesis」▼申春野「五・四運動期の日中関係－原敬内閣
の対中政策を中心に」▼礒元賢志「開発途上国における都市
交通計画－交通需用予測手法の実証分析－（プノンペン市都
市交通計画調査事例からの考察）」▼望月秀敏「日本企業の
コーポレート・ガバナンスとTOBの経営モニタリング機能に
ついて」

＝博士（国際公共政策）＝
▼MD.KAMAL UDDIN「Endogenous Growth Mechanisms and For-
eign Direct Investment in the Process of Economic
Development」▼VIRGIL HAWKINS「The UN Security Council
and Peace Enforcement in the 1990s」▼澤山利広「国際化
政策におけるパブリック・プライベート・パートナーシップ」
▼橋本敬市「ボスニア・ヘルツェゴヴィビナ「民主化」に向
けた制度的介入－国家再建のための国際社会の役割－」

＝博士（比較公共政策）＝
▼志馬祥紀「株価指数とその派生商品市場－市場運営政策の
グローバルな波及効果とその評価－」▼師穎新「中国の経済
成長の要因分析」▼金領佑「日韓社会保障の経済分析」▼福
留恵子「労働力流動化と「テレワーク」－組織コミュニケー
ションの視点から－」▼伏木貞文「地方自治体におけるリス
ク・シェアリングに関する研究」▼吉岡孝昭「日本における
地価決定メカニズムに関する研究」▼藤本眞悟「北一輝の政
治思想－三部作における国家・社会・個人－」


